
事業認定要件及び適合性について  

  

事業の認定における要件等については、以下のとおりです。 

 

■事業の認定の要件（法第２０条） 

事業認定庁は、申請に係る事業が次の４つの要件を全て満たすときは、事業の認定をすることができる。 
 第１号要件 事業が法第３条各号のいずれかに掲げるものに関するものであること。 
 第２号要件 起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。 
 第３号要件 事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること。 
 第４号要件 土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。 

 
 

○蒲郡市からの事業認定申請に対する認定庁の見解 

〈土地収用法第２０条第１号関係〉 

法第２０条第１号要件は、事業が法第３条各号に定める収用適格事業に該当するか否かを

審査するものである。 

本件事業は、蒲郡市の東三河都市計画道路３・５・５０号蒲郡環状線のうち市道国京宮間２

号線（以下「本路線」という。）を整備する事業であり、土地収用法第３条第１号「道路法に

よる道路」に該当し、「事業が法第３条各号のいずれかに掲げるものに関するものであること。」

と認められるため、土地収用法第２０条第１号の要件を満たしていると判断できる。 

 

 

〈土地収用法第２０条第２号関係〉 

法第２０条第２号要件について、一般的に「意思」を有するか否かは、起業者が地方公共団

体である場合はその議会の議決の有無等によって判断するものであり、「能力」を有するか否

かは、事業の遂行について行政機関の許認可の有無、事業の施行に必要な財源に対する措置の

有無、組織及び職員の配置状況など起業者が実際に事業を遂行できる体制を整備しているか

否か等によって判断するものである。 
 本路線は、道路法第８条第１項の規定により蒲郡市長が認定した市道の路線であり、同法第

１６条第１項の規定により蒲郡市が道路管理者であること、既に本件事業を開始しているこ

となどから、起業者である蒲郡市は、本件事業を遂行する充分な意思と能力を有すると認めら

れる。 

よって、「起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。」と認め

られるため、土地収用法第２０条第２号の要件を満たしていると判断できる。 

〈土地収用法第２０条第３号関係〉 

 法第２０条第３号要件は、事業計画の公益性についての審査である。 

本路線は、東三河都市計画道路３・５・５０号蒲郡環状線（以下「蒲郡環状線」とい

う。）の一区間であり、一般国道２３号名豊道路蒲郡バイパスの蒲郡西インターチェンジへ

のアクセス道路の一区間として、安全・安心な住環境の確保、交通の円滑化及び交通ネット

ワーク化を担う延長３５６ｍの重要な幹線市道である。 

しかし、蒲郡環状線は未完成であるため、中心市街地に流入する交通を分散するという本

来の機能が発揮されず、現道である市道国京宮間１号線（以下「現道」という。）に一部の

交通が流入する状況となっている。そのため、農業・工業の物流による通過交通と、通勤・

通学、日常生活等の地域交通がふくそうし、地域住民、通学者等が通行する狭小な道路を多

数の車両が通行し、日常的に危険な状態になっている。 

現道は幅員４．０ｍ未満の狭小区間が全体延長の６１％存在し、起業者が実施した交通量

調査によると、９７８台／日であり、道路規格と交通量が釣り合っていない状況である。 

また、現道と交差する市道宮成町清田前田１号線は、交通量は７，０１４台／日であり、

こちらも、道路規格に合わない交通量となっている上に、大型車が宮間交差点で曲がり切れ

ずに立ち往生する状況が度々発生している。さらに、交通が集中する時間帯の混雑度は１．

９９となっており、神ノ郷町上野の交差点の北から南に向かう車線で、全長２８０ｍのとこ

ろ滞留長も含む１３０ｍの渋滞が発生している。 

本件事業の完成により、蒲郡環状線は全線が供用され、地域交通や通過交通が適切に分散

されるとともに、本路線が現道の通過交通等を分担することから、現道における交通混雑の

緩和や、安全かつ円滑な自動車交通の確保に寄与することが認められる。 

以上のことから、本件事業を行うことにより得られる公共の利益は大きいと考えられる。 

一方、本件事業は環境影響評価法等に基づく環境影響評価の実施対象外であるが、起業者

の任意評価の結果、大気質、騒音及び振動について、いずれも環境基準等を満足するものと

評価している。また、保全すべき動植物については、絶滅のおそれのある野生動植物の種の

保存に関する法律及びレッドリストあいち２０２０に指定される希少な野生動植物の生息及

び植生は確認されていない。さらに、本路線内には、文化財保護法による周知の埋蔵文化財

包蔵地は存しないことを確認している。 

よって、本件事業を行うことにより失われる利益は軽微であると考えられる。 

さらに、本件事業は、市条例による第３種第３級の規格に基づく車道２車線及び両側歩道

を新設する事業であり、その事業計画は、市条例に定める規格に適合していると認められ

る。また、本件事業の事業計画は、昭和２５年６月６日に都市計画決定され、令和４年３月

２９日に変更決定された都市計画と、一部隅切り部を除き、基本的内容について整合してお

り、本件事業の事業計画については、合理的であると認められる。 

以上のことから、「事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること。」

と認められるため、土地収用法第２０条第３号の要件を満たしていると判断できる。 

 

 

 
 

資料７ 



〈土地収用法第２０条第４号関係〉 

法第２０条第４号要件は、事業が第１号から第３号までの各要件に合致するものであって

もなお収用又は使用という手段をとることについて公益上の必要に欠けるところはないかど

うかを判断するものであり、事業を早期に施行する必要性があることや収用しようとする起

業地の範囲が、申請事業の公益性の発揮のために必要な範囲に存すること、また、収用又は使

用の別の合理性を審査するものである。 

現道は、円滑な交通及び地域住民や通学者の安全が著しく阻害されている状況であり、でき

るだけ早期にそのような状況の解消を図る必要があると認められる。なお、本路線の地元から

も、本件事業の早期完成に関する強い要望がある。よって、本件事業は早急な施行が必要な事

業と認められる。 

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業を行うために必要な範囲であると認められる。 

また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられ、それ以外の

範囲は使用することとしていることから、収用又は使用の範囲についても適当と認められる。 

以上のことから、「土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。」と認

められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を満たしていると判断できる。 
 

 

以上のとおり、本件事業は、法第２０条各号の要件を全て充足すると判断される。 


